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中央防災会議 

「大規模水害対策に関する専門調査会」（第１７回） 

議事録 

 

平成２１年１０月１日（木） 

全国都市会館 ３階 第二会議室 

 

開 会 

 

○越智参事官 それでは、委員の先生が何名かまだ到着しておりませんが、定刻となりま

したので、ただいまから「中央防災会議『大規模水害対策に関する専門調査会』」の第 17

回会合を開催いたします。 

 委員の皆様には、本日は御多忙のところ御出席いただきまして、誠にありがとうござい

ます。 

 なお、本日は木津委員、重川委員、田中里沙委員、辻村委員、虫明委員、森地委員は御

都合により御欠席となっております。 

 それでは、まず審議に先立ちまして、泉大臣政務官からごあいさつを申し上げます。よ

ろしくお願いします。 

○泉大臣政務官 皆様こんにちは。本日はお忙しい中、第 17 回の専門調査会に御参集をい

ただきまして、本当にありがとうございます。 

 このたび新内閣が発足をいたしまして、防災担当の大臣政務官として就任をさせていた

だきました、衆議院議員の泉健太でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 前原大臣、そして、大島副大臣の下で私も仕事をさせていただくわけでございますけれ

ども、私も地元では一消防分団員でございまして、これまでもパトロール等々、常に行っ

てまいりました。そういったこともございますし、恐らく全国各地、多くの方々がこの日

本においては水害というものに何らか関係をしている。被害を受けてきたこともある。私

はそれが我が国の特徴ではないかと思っております。 

 そういった意味では、平成 18 年の設置以来、皆様には本当に御努力をいただいて、今日

まで、いよいよ最終段階というところまで近づいてまいりました。やはり避難の仕方、そ

れぞれの命の守り方も含めて、まだまだ国民の間には情報が行き渡っていない側面もござ
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います。そして、また地方自治体と国や企業との連携、そういったものもこれから更にし

っかりとしていかなくてはいけない。さまざまな課題がある中で、皆様にはこういった貴

重な御議論をいただいていることに感謝申し上げたいと思います。 

 災害の問題というのは、勿論、党派も政権もございません。常に国民の命を守る、これ

は大前提でございますので、皆様の命と財産を守るために我々も一生懸命頑張ってまいり

たいと思いますので、どうかこれからもよろしくお願いいたします。 

 今日の議論が大変すばらしい議論になりますことを御期待申し上げまして、ごあいさつ

とさせていただきます。どうもありがとうございます。 

○越智参事官 どうもありがとうございました。 

 それでは、泉大臣政務官は公務のため、ここで退席をさせていただきます。どうもあり

がとうございました。 

○泉大臣政務官 どうぞよろしくお願いいたします。 

（泉大臣政務官退室） 

○越智参事官 それでは、まずお手元に配付しております本日の資料の確認をさせていた

だきます。 

 議事次第、座席表、委員名簿、次回開催予定の次に、資料１、２、３、４、５、６がお

手元にあると思います。よろしいでしょうか。 

 それでは、以下の進行は秋草座長にお願いしたいと思います。秋草座長よろしくお願い

申し上げます。 

○秋草座長 秋草でございます。 

 まず議事に入るに当たりまして、議事の要旨及び議事録並びに配付資料の公開について

申し上げます。 

 議事の要旨については、調査会終了後、速やかに作成しまして公表すること。 

 また詳細な議事録につきましては、調査会にお諮りしました上で一定期間を経過した後

に公表したいと思います。 

 なお、審議中にはかなり不確実なことも多く議論される中で、各委員に自由に御発言い

ただきたいということで、審議内容については発言者を伏せた形で作成したいと思います

ので、よろしくお願いします。 

 これでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」と声あり） 
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○秋草座長 特段に異議がございませんので、それではそのように取り扱わせていただき

ます。 

 それでは、議事に入ります。 

 資料１「これまでの検討内容と今後のスケジュール（案）」、Ａ３の横長のものでござ

います。 

 先ほどの政務官の話のように平成 18 年からやっていまして、今回 17 回でございます。

前回は大規模水害時における対応課題と対策のうち、大規模水害時の避難想定及び適時・

的確な避難の実現による被害軽減について、並びに経済被害等の検討状況について委員の

方から御意見をいただきました。最後に気象庁から台風に関する気象情報とその技術につ

いて御紹介いただいております。 

 今回はここに書いてあるとおり、対応課題と対策のうち、委員からの指摘事項及び施策

案のたたき台の公的機関等による応急対応力強化及び住民、企業等における大規模水害対

応力の強化について、並びに経済被害等の検討状況について事務局から説明します。その

後、委員の方から御意見をいただくことになっていますので、よろしくお願いします。 

 それでは、まず初めに大規模水害時における対応課題と対策について、事務局から説明

をお願いします。 

 

資料説明 

 

○越智参事官 承知しました。 

 それでは、対応課題と対策のうち、今回は資料２の委員からの指摘事項、資料３、４、

５という施策案のたたき台、公的機関等による応急対応力強化等について御説明をさせて

いただきます。 

 それでは、まず資料２をお手元に、Ａ４サイズで上とじになっているもので、上下で見

るようになっておりますので、横長に置いていただければと思います。 

 まず１ページをめくっていただきますと、表が出てまいります。前回の御審議でたくさ

んの貴重な御意見や御指摘をいただいたところであります。このような意見はできる限り、

後ほど御説明します施策案の中に反映させていただくことを考えている次第です。その中

で幾つかの点について資料を作成しましたので、御説明いたします。４点について整理を

いたしました。 
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 第１点目ですけれども、膨大な避難者や孤立者数を考えると、自助、共助に何を期待す

るのかを示しておかないと、避難の実現は困難ではないかという御指摘をいただいており

ます。 

 また、それに関連しまして２のところですが、避難所の運営についても検討すべきでは

ないか。あるいは避難者の受け入れなどのバックアップについて、制度的な枠組みが必要

ではないかということもいただいております。 

 ３つ目の災害時要援護者の支援については、介護保険事業者等と連携すべきという御意

見もございました。 

 ４つ目ですけれども、地下空間全体を統轄する組織をつくることを明記すべきだという

御意見をいただいたところであります。 

 以下、順次資料に基づいて御説明いたします。 

 ２ページをごらんいただきたいと思います。これは上の方に絵が付いておりますが、国

等の公的主体が中心となって行う公助、住民一人ひとりが取り組む自助、あるいはコミュ

ニティーとしての共助について関係性を整理したものであります。横の方に時間軸が入っ

ておりまして、発災前の備え、発災直前、発災直後の場面でどのような役割があるかを考

えてみたところです。 

 下の枠の方に少し説明を入れております。公的主体としては、次の観点から避難行動の

支援を実施すべきではないかということであります。上の絵と見比べながら聞いていただ

きたいと思います。 

 １点目、避難率の向上等の観点から、ハザードマップの作成などをして啓発活動をしっ

かり実施すべきであるということ。 

 ２点目は避難の確実・円滑な実施の観点から、避難地・避難路の確保、避難行動の分析、

それらに基づく避難の指導といったものをやるべきではないか。 

 それから、避難の安全の確保の観点から、避難情報、特に交通規制や避難誘導等の情報

をしっかり伝達すること。 

 ４つ目につきましては、基本となる気象・河川情報、氾濫情報を確実に正確に提供する

というようなことが上の図で、公的主体の方を上に書いて、自助の方を地域、住民という

形で、それぞれの役割はこういう形になっているのではないかということで整理をしたと

ころであります。 

 ３ページをごらんいただきたいと思います。680 万人という膨大な避難者数について、ど
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うしても避難を回避することのできない人数について、２つの条件で絞り込みをしてみま

した。 

 １つ目の条件ですけれども、居住空間が完全に水没するということで、例えば平屋建て

であれば平屋がすっぽり水没、２階建てであれば２階までがすっぽり水没、こういうとこ

ろではそこに残ることはできないということで避難をする。これについてはメッシュごと

の階層別人口のデータを整理しましたので、そこから算出をしております。 

 もう一つの条件として、今度は浸水継続時間が長くなった場合、ここでは３日以上を想

定しておりますが、72 時間以上継続する場合についてはやはり避難するべきではないかと

いうことで、人口の絞り込みを行ってみたところです。 

 その結果を４ページに記しております。右上に丸２つのベン図が書かれておりますが、

四角の枠は浸水想定区域内の人口 682 万人ということですが、条件１と条件２で絞り込み

をしてみますと、重複のところを差し引きますと右上に矢印で約 366 万人と書いておりま

すが、680 万人の想定人口がどうしても避難しなければならない条件としてこのようなもの

を考えれば、約半分ぐらいに絞り込みをすることが可能であるということで、シミュレー

ションをしております。 

 ５ページをごらんいただきたいと思います。これは避難所への避難者と収容能力の関係

を整理しております。今の２つの条件で絞り込んだ人数を避難所に収容する能力があるか

どうかをマクロ的に確認してみようということでやっております。ここでは先ほどの 366

万人のうち、避難所へ避難する比率を阪神・淡路大震災と同じ 65％として考えて、約 238

万人が避難すると想定しております。 

 下の方に表がありますが、表の左端に各県の名前が書いてありまして、その隣に避難者

数と書いてあります。これが先ほど申し上げました 238 万人の避難者数の各都県ごとの数

字になっております。この避難を想定している人たちが例えば避難所に行くとした場合の

収容能力はどうかということで、例えば茨城県のところを見ていただきますと、浸水域と

いう欄があります。そこにピンク色がついていて 12.3 と書いてある。これは 12.3 万人分

の避難所の収容能力があるということで、避難者数が 3.8 万で、収容能力が 12.3 万人です

から、ここで大体避難者が収容できるということでありまして、茨城と同様なのが栃木、

群馬、千葉でありまして、浸水区域を持つ自治体の中に非浸水区域がありまして、そこに

避難できる収容能力で収まるということであります。 

 なお、下の方にいって埼玉、東京でありますと、それだけでは十分収容できないという
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ことで、すぐ隣の市町に避難するとどうか。それでも足りないならもう一つ外縁の市町に

行くとどうかということで、シミュレーションをしております。 

 その結果、下の６ページを見ていただきたいんですが、色を塗っているところがそれぞ

れの都県で浸水区域を持つ自治体であります。黒斜線のハッチが入っている部分が避難者

を受け入れる自治体ということでありまして、先ほどの茨城、栃木、群馬、千葉につきま

しては、ハッチと色が重なっておりますので、そこで収容できる。埼玉と東京は黒ハッチ

の部分が外にはみ出していますので、こういうところまでの避難になるということであり

ます。ただし、これは同じ都県の中で避難するという前提でありますので、例えば埼玉県

の東縁あるいは北縁の市町にいる方がそれぞれ隣県に避難をする方が距離的にも短い。収

容能力があればそちらにも移動ができますので、人数の絞り込みと収容能力の関係でいえ

ばこういう関係になっておるということであります。 

 次に７ページですけれども、今度は避難者のうちの要援護者について同様な絞り込みを

行ってみました。要援護者の対象としましては、社会福祉施設の入所者、病院の入院患者、

在宅の要援護者を考えたところであります。特に在宅の要援護者につきましては、避難時

に支援を要する人数を把握することは大変難しくなっております。それで一定の制限を置

いてということで、ちょっと飛びますが 11ページまで飛んでいただきたいと思います。 

 ここには表が付いておりますが、各地方自治体で避難支援プランをつくっているところ

で、そのプランの中で要援護者をどう設定しているかということであります。見ると、身

体障害者では２級以上、知的障害では重度以上、要介護認定者では要介護３以上を要援護

者として設定している事例が多いようですので、これによって絞り込んでみますと、要援

護者の数を整理したものが、ちょっと飛びまして 14 ページになります。 

 ここに「要援護者数の想定⑧（まとめ）」というものが付いておりますが、これを見て

いただきますと、上の半分は施設入所者と入院患者であります。入院患者等は約 7.9 万人

の方が浸水区域内におられるであろうと推定をしておりまして、ここで先ほど人口の絞り

込みをやったのと同じように２つの条件と当てはめてみますと、福祉避難所へ避難する人

口というのが約 3.4 万人ぐらいになるのではないかと推定しております。 

 それから、在宅の要援護者につきましても、浸水区域内に約 12.1 万人ほど想定されます

が、条件を入れることによって福祉避難所へは約 6.5 万人ということになっておりまして、

3.4 と 6.5 を合わせると約 10 万人ほどの要援護者の福祉避難所への避難というものが考え

られるのではないかということであります。 
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 なお、在宅の要援護者のうち絞り込み条件よりは小さいからといってそのままにしてお

くこともできないと考えられますので、ここは何らかの対応が必要だと思いますが、いず

れにしましても、各地方公共団体とかコミュニティーの支援が得られるのがキーポイント

かと思っております。 

 それから、先ほど 238 万という要避難人口の話をしましたが、更にそれを減らす工夫は

ないのかということで 15ページにその対策事例を挙げております。これは排水ポンプとか

あるいは排水水門が確実に操作できれば、浸水継続時間が大幅に減少するだろう。実際に

シミュレーションではそうなっております。こういう施設が排水対策できることで、避難

人口や救助人口を減じることも可能であろうということで試算をしたところであります。 

 16 ページでありますが、次のページと併せて広域避難時の運営体制について考え方を整

理しております。16 ページの右側の半分の絵を見ていただきたいんですが、広域避難をモ

デル化したものであります。これはＡ市とＢ市とあって、Ａ市の方がＢ市に避難をすると

いうことであります。ケースとして考えられますのは、Ａ市もＢ市も被災をしてＢ市の避

難所に避難するということであります。そうすると、避難所の運営体制としては、被災者

が混在した形になりますので、被災地から職員が出向いて避難所の運営を支援するという

ことが考えられるのではないか。 

 それから、ケース２はＡ市だけ被災して、Ａ市にはもう収容できないということで、隣

のＢ市に避難者が避難するということでありまして、これにつきましてはＡ市の職員が何

らかの形で協力協定か何かをＢ市と結んで、施設管理、避難所の運営に当たることが考え

られるということであります。 

 こういうことを考えますと、受け入れ市区町村における協力範囲の設定、すなわち役割

分担、それから、受け入れ市区町村で発生する財政負担への対応というものが考えられる

のではないかと思います。 

 それから、広域避難所の避難所運営での課題ということで 17ページに時系列でどのよう

なことが起きるかということで整理しております。初動期、展開期、撤収期という流れの

中で、広域避難で考えられる課題としましては、課題①のところに避難者が向かうべき避

難所の事前調整。それから、受け入れる市区町村の財政負担への対応というのが２つ目。

３つ目としては、避難所開設の手続のルール化。４つ目として、避難ルートの周知・徹底、

誘導、移動手段をどうするかといったことなどが課題として考えられます。 

 18 ページ、19 ページには災害救助法の関係の概要を載せてあります。この中で 18 ペー



 -8- 

ジの下の方に書いてあります災害救助による経費の負担ということで、経費の負担につい

ては都道府県知事の支弁が原則ということになってございますが、国の負担も割合に応じ

てやるということが書かれております。 

 もう一つポイントとしましては、他の都道府県において行われた救助の応援のため支弁

した費用、先ほどの例でいうとＢ県に当たるんですけれども、それが救助の行われた地、

Ａ県に対して求償が可能というルールは災害救助法で規定されておるものであります。 

 19 ページは細かいそれぞれの救助の種類等について整理してありますので、省略いたし

ます。 

 20 ページにつきましては、介護保険事業者等との連携例ということで調べてみますと、

横浜の南区役所におきましては、区役所と介護事業者の間で協力協定を締結しているとい

う事例がございました。これにつきましては、介護事業者が契約している要援護者を対象

にしまして、協定の主な内容のところに書いていますが、平常時から要援護者の安否確認

等の支援体制づくりを行います。２つ目は、サービス利用者の安否確認を行って区役所に

報告をいたします。それから、区からの要請を受けて生活支援や避難場所への誘導などの

支援活動に可能な協力を行いますといったような協定を結んで、要援護者対応を強化して

いる事例がございました。 

 21 ページ以降は地下空間のことについて書いております。 

 まずは大阪・梅田地区における地下空間の状況でありますが、21 ページに絵があります

ように５つの大きな地下街がございまして、これに鉄道の事業者とかビル、テナントがそ

この中にあるということでありますが、これにつきましては、あらかじめ防災への連絡系

統や利用者の避難誘導方法を定めておりまして、それを具体的に書いたのが 22ページであ

ります。 

 22 ページは３層構造になっていますが、ちょうど真ん中のところにテナントという行が

あると思います。これにつきましては、消防法に基づく協議会で地下街の管理者とテナン

トを結んでいる、連絡体制がある。それから、大阪市独自の取組みとして総合共同防火管

理協議会というものがありまして、これは一番下の並びにありますが、接続ビルと連絡体

制、連携がとれておる。 

 大阪の場合には水防法に基づいて避難確保計画の策定を目的にしまして、地下空間の浸

水対策協議会ということで、赤い枠で囲っていますけれども、市、防災関係機関、道路管

理者、鉄道事業者、地下街の管理者という横ぐしで連絡がとれる。しかも、既存の協議会
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を活用して関係者に連絡がとれるようになっているというシステムが組み込まれておりま

して、地下街の連携という意味ではいい事例ではないかと思います。 

 一方、23 ページ、24 ページにつきましては、東京の八重洲地下街等を示しております。

広大なエリアが連絡通路等で結ばれておりまして、これらにつきまして同じように見てみ

ますと、24 ページにありますが、消防法等に基づく協議会はございますが、施設管理者と

か鉄道事業者あるいは役所、区役所等で連携をとった体制はまだ構築できていないという

ことでありまして、これらの連携、組織づくりみたいなものも今後の課題であると思いま

す。 

 以上でありまして、最後 25ページに避難の考え方について整理をしております。４点ほ

ど大きな項目を挙げております。 

 大規模水害時は浸水区域外の広域避難が基本であろうということで、ただし、先ほど言

いましたように居住空間が水没するかしないかとか、長く浸水するかどうかといったよう

なところで、２つ目のポツにありますように、必要な準備を行った上で垂直避難というこ

とも考えられるのではないか。そうはいうものの、病院とか要援護者関連施設等では広域

避難が実施困難なことも考えられますので、あらかじめ孤立した場合を想定した準備が必

要ではないかという避難の考え方。 

 それから、方法論としては一時避難というものも考えられますということ。 

 あらかじめ避難のための体制整備ということで、あらかじめどこの広域避難所に向かえ

ばいいかといったような避難計画をつくるということが大事であろう。それから、そうい

う計画は住民等に平時から十分に知らしめることも大切であろうということでありまして、

こういう自助、共助、公助が一体となって実施されるというのが大事でありますというこ

とであります。 

 委員の指摘事項については以上で説明を終わりますが、今度は非公開資料４の施策案の

方を見ていただきたいと思います。できるだけ手短に御説明したいと思います。 

 文章の 11 ページを開いていただきたいと思います。以上の御説明とか前回御審議いただ

きましたことについて一部加筆修正を行っていますので、その部分について簡単に御説明

いたします。 

 まず 11ページの「Ⅱ．対策の基本的方向（案）」の中の基本的な考え方のところ、中段

にアンダーラインを入れてあります。「浸水深が深く、安全な場所に避難しなければ生命

に危険が及ぶ可能性の高い地域や、浸水深が浅い地域でも、浸水継続時間が長く、孤立後
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の生活環境の悪化等が想定される地域では、地域外への広域避難が望ましい。しかし、あ

らかじめ想定していた避難シナリオと異なる被害事態が生じたり、避難勧告・指示の発令

が遅れる等の不測の事態が生じることにより、事前の計画通りの対処が困難となる可能性

もある。そのため、現実的に起こり得る不測の事態への対処方針についての検討が必要と

なる」ということをここに入れさせていただいております。 

 それから、ちょっと飛びますが 14 ページにも上段のところにアンダーラインがあります

が、ここに同様な記述を入れているところであります。 

 ちょっと飛びまして、16 ページの「1.1.2 広域避難に向けた基本方針の検討」というと

ころの中の中段より下のところにありますが「全ての避難対象者が同時に広域避難行動を

とった場合、交通渋滞の発生により逃げ遅れが発生したり、広域避難先における避難所の

収容力を上回る避難者が殺到するような事態も想定される。また、避難勧告・指示の発令

が遅れたり、避難開始行動の遅れにより、広域避難までの時間的猶予が無くなるような事

態も想定される。このような事態に対応するためには、自宅付近の小中学校等の建物の上

階やスーパー堤防等の高台に一時避難した後で、状況に応じて広域避難先に移動する等、

様々な避難行動パターンを検討しておく必要がある」というような内容を入れているとこ

ろであります。 

 それから、前回、実施主体を明確にした主語のある文章にするべきだといったような御

意見もいただきましたので、できるだけ国、地方公共団体、関係機関等の主語は入れるよ

うにして文章の修正を 17ページ、18 ページ、19ページ、20ページとやっております。 

 21 ページ、22 ページのところをお開きいただきたいと思います。21 ページ、22 ページ

には「（２）地域外における避難所等の確保と運営継続体制の検討」ということで、新た

に追記しているところがあります。 

 22 ページの上半分のところにアンダーラインが入っております。「なお、広域避難受入

先となる地域では、避難者受入環境の整備や運営継続に要する費用負担や小学校等の施設

利用等による行政サービスの低下等の問題が生じるなど、大規模水害の場合、浸水被害を

受ける地域と被害を受けない地域が特定されるため、市区町村間での相互応援協定の条件

が整いにくい特性を有する。そのため、国は、浸水被害を受けない避難者受入先となる地

域における避難所運営に必要となる費用等の支援のあり方等についても検討する必要があ

る。また、国、都県は、広域避難者受入先地域の負担軽減を図るため、広域避難者の受入

先地域の拡大など都県域を超える広域的な課題として取り組む必要がある」ということを



 -11- 

追記させていただいております。 

 26 ページをごらんいただきたいと思います。26ページは災害時要援護者の関係でありま

すが「（１）災害時要援護者情報の収集・共有の推進」「（２）避難支援体制の整備」の

ところにアンダーラインを入れております。「地方公共団体は、福祉サービス事業者等の

関連事業者との連携による支援体制の強化を図る」というようなこと、あるいは重要であ

るといったような趣旨のことについて必要な箇所に入れさせていただいたところでありま

す。 

 それから、地下空間の関係で申し上げますと、31 ページ、32ページのところにアンダー

ラインを入れて書いております。先ほど事例で御説明した内容を文章化して、そこに書き

込んだところでありまして、このような内容を 33 ページあるいは 34 ページにも付記させ

ていただいているところであります。 

 35 ページですが、病院、介護・福祉施設等について前回御審議がありましたので、必要

な箇所に所要の修正を入れているところであります。 

 以上が前回御説明した中での指摘事項を踏まえて、あるいは前回の御意見を踏まえて修

正等を入れさせていただいたところであります。 

 あと、40 ページ以降の「２．公的機関等による応急対応力の強化と重要機能の確保」と

いったところを御説明して、前半の部分での私の説明は終えたいと思います。あと６～７

ページありますので、ちょっと辛抱して聞いてください。すみません。 

 「２．公的機関等による応急対応力の強化と重要機能の確保」ということで、まず公的

機関は応急対応活動とか避難支援活動など、優先度の高い業務を継続性をもって実施する

ということで、そういう業務をやれるように体制を強化しましょうということを書いてお

ります。そのためには被害様相をしっかり想定しなければいけないということで、2.1.1 の

後から書いております。 

 「（１）役所、消防署、警察署、病院等の施設における浸水危険性の把握」あるいは「（２）

電源設備の浸水による停電の影響評価」ということで、特に電力の供給が停止すると受電

設備とか非常用発電設備等の電源設備の浸水により、停電が生じる可能性が極めて高いで

す。そうなった結果、情報通信機器とかコンピュータ、ＯＡ機器等の使用停止、あるいは

ポンプなどが止まるといったことに影響が出てきますので、十分に検討しなければならな

いでしょうということであります。 

 それから、公的機関の業務継続性の話につきましては、41 ページの上段の方に優先度の
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高い業務の選定、目標復旧時間の設定、場所の確保、体制の整備、資源の整備、実施方法、

手順等についてきちっとしておくべきだ、体制を整備しておくべきだということで書いて

おります。 

 41 ページの中段からは「2.1.3 業務継続力向上のための対策」ということで書いており

ます。特に水害時の応急対応活動には避難勧告・指示の判断とか、広域避難の誘導、避難

所の開設、支援業務など、地震とは少し異なった固有の特性があるものと考えられますの

で、それらを踏まえたことを考えなければいけないということ。 

 それから、雨量や河川水位等の情報を的確に伝えなければなりませんというような、こ

ういうところを向上させなければなりません。 

 41 ページの下の方からは「（３）浸水により孤立した庁舎等における災害対応活動体制

の整備」ということで、幾つか書いております。「① 重要書類等の被災回避」。 

 42 ページに移って「② 電力等のライフライン寸断時の代替手段の確保」。特に非常用

発電装置とか施設内の電気系統を浸水区画とそれ以外の区画を分離するなどの事前の対策

を講ずるような話。「③ 必要物資等の備蓄・配備」。それから、長期間の浸水による孤

立への対応として「④ 必要物資等の調達体制の整備」などが考えられます。 

 「（４）代替施設の確保とバックアップ対策の実施」ということで、代替施設としては

広域被災でありますから、地域のほとんどが浸水する可能性のある市区町村が出てくると

いうことで、地域外における代替施設の確保が可能となるように国や都県から合同代替施

設の提供とか隣接市区町村との協定などによって、代替施設確保等をやっていく必要があ

るのではないか。それから、データのバックアップ体制の強化ということもあります。水

防対策の実施、こういうようなこともやっていかなければなりません。ということで、対

応力等を向上させて、それらに基づいた業務継続計画を策定して、その上で動くというこ

とです。 

 ここまでが業務継続力向上のための考え方や対策を示したもので、次からは医療救護対

策のことについてであります。 

 大規模水害時には治療行為を必要とする負傷者、孤立者が大量に発生することが予想さ

れる。救護需要も高まってくる。それから、特異な感染症などが発生するので、そういう

ものも考慮しておかなければなりませんということでありまして、これにつきましては、

申し訳ないんですが、非公開資料５、横長のＡ４の紙がありますので、簡単に御説明いた

します。 
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 非公開資料５をお手元に置いていただきたいんですけれども、１枚開けていただきます

と「病院等における上層階への避難事例（国立豊岡病院）」ということで、これは平成 16

年に円山川で起きました大水害で、豊岡の病院で実際に困難を極めたところの事例であり

ます。病院の１階が浸水して、その結果、動かせるものも動かせなかったといったことで、

さまざまな支障が生じておりますし、水についても大変苦労したといったことが出ており

ます。勿論、上階へ患者を誘導するといったことでも苦労があったようでございます。 

 ２ページ、３ページのところは、愛媛県の大洲市にある介護老人保健施設と病院の例で

あります。実はここは平成７年に水害を受けて、これらの施設についても被災したという

ことで、そのときのことが教訓になりまして備えをやりました。防水板を設置したりとか、

１階にある水を押し上げるポンプを２階の方に移動させたというような対策をとった結果、

先ほど円山川でありました平成 16年の取水時にその対策が功を奏して、極めて小さな影響

で済ますことができたといったような事例があります。 

 こういうことから、４ページに「上層階への避難に関する対応課題」というものを整理

しております。これらについては、例えば失敗した事例については課題そのままになりま

すし、改善をした結果うまくいったものについては、裏返しとして課題が改善されてうま

くいったということで、そういう事例をざっと並べたものであります。 

 一つひとつがとても意味のある内容ですが、この中でも「避難の準備」のところでは医

療機器等の移動・防水対策が効果的であった。 

 「施設機能の確認」のところでは、従前から電力が大事だとか水が大事だといったよう

な話をこの専門調査会でもずっとしてきておりましたが、まさに病院の中でもそれに対す

る備えが重要であるということが言われております。 

 そういう形で整理をさせていただきました。 

 また本文に戻っていただきたいと思います。本文のたたき台の方に戻っていただきたい

んですが、こういう対応をしていくことで、救護対策を強化しようということで、そうい

うことについて書いております。 

 43 ページには「2.2.1 医療救護拠点機能の確保」ということで、これは救護拠点をどう

するか、見直していくかどうかということをやるべきだということと、医療救護所の設置

箇所の周知・徹底をしっかりやっておくべきだということであります。 

 「（２）浸水地域外の後方医療施設との連携」ということで、自分の病院が機能を損な

っても、それを引き継いで浸水地域外の事前に選定したところに動くようなこと、事前に
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協定等を結んで連携体制をつくっておくことはどうかということ。 

 44 ページの上の方には、孤立地域への往診の話とか感染症や皮膚疾患等に対する体制の

構築みたいなものも書いておるところであります。 

 「2.2.4 負傷者の搬送・輸送手段の確保」で民間の救急車の活用、バス等による公共交

通機関の車両活用などの検討も価値があろうということであります。 

 「2.3 孤立地域等への緊急物資の輸送体制の強化」ということで、道路とか鉄道の利用

の可否とかアクセスできる交通の確保について努めるということであります。 

 45 ページには被災地以外の拠点の話とかもありますし、民間流通事業者とか輸送事業者

との連携等によって、食料とか生活必需品の供給が行える体制についても検討するという

ことであります。 

 ライフライン・インフラ関係につきまして 2.4 のところのシリーズで、一連で書いてお

ります。45 ページの中段にそれぞれの電力からガス、上水、下水と順々に書いていってお

ります。 

 45 ページの（１）の電力供給の確保は、災害時の応急活動、医療活動、生活維持、業務

継続等において不可欠であるということから、変電所等の重要施設の水防対策の実施、被

災時に備えたネットワークの多重化、分散化あるいはネットワーク系統からの切り離し、

ルートの切り替えみたいなことを検討して体制の確保を図っていく。 

 それから、ガス施設については、付帯設備のかさ上げ等の水防対策や非常用発電装置の

配備等の対策を充実する必要があるのではないか。 

 46 ページの上水道のところにおきましても、これは先日山口県の方でも浄水場が水没し

て２週間余り水が供給できなかったというような例もありますので、水防対策の実施とか

施設の耐水性の強化、ネットワークの多重化みたいなものを考えていくということであり

ます。 

 「（４）下水道施設被害に伴う影響軽減対策」ですが、下水道は排水という活動で大き

な要素を持っておりますので、排水までの時間が長期化するとさまざまな復旧活動の遅れ

を誘引するということで、これは水害への備え、対策をしっかりしておくことが大事であ

るということであります。 

 情報インフラについては、電力と同様の話を個別事例で少し記したところであります。 

 交通インフラにつきましても、ルートの検討とか、特に人命に関わる重要施設等へのア

クセスルートを重点的に確保できるということであります。 
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 47 ページの最後に「2.4.3 浸水被災時の早期復旧対策」ということで、大規模水害の復

旧・復興時には、まず初めに排水活動がある。地下鉄にしても何にしてもまずは水を抜か

なければならないということで、それに関連して、今度は清掃するようなときに大量の水

が必要になってきますし、そういうことでこういう手順を考えてライフライン・インフラ

の復旧方法を考えないといけないのではないかということでございます。 

 そういう観点からしても、これらの復旧見込み情報というのは、関係者あるいは住民も

含めて情報の共有化をしておかなければいけないということであります。 

 今日の前半部分での説明は以上であります。長くなって申し訳ありませんでした。 

○秋草座長 どうもありがとうございました。 

 内容が多いんですけれども、御質問あるいは御意見がありましたら、よろしくお願いし

ます。どうぞ。 

 

審 議 

 

○読み方を教えていただきたいんですが、14 ページに「Ⅲ．実施すべき対策（案）」がご

ざいまして、２段落目の「1.1 広域避難対策の強化」とございます。14ページの 1.1 のと

ころでございます。その２段落目で、そのため、国、地方公共団体云々かんぬんは分析を

実施するとともに、その結果を踏まえた避難の基本方針を策定する必要があるとなってお

ります。要するに、国、地方公共団体、防災関係機関及び関連事業者は避難の基本方針を

策定する必要があると 14ページで述べられておられます。 

 次に２ページ進みまして 16 ページでは「1.1.2 広域避難に向けた基本方針の検討」の

「（１）基本方針の検討」というものがございまして、この２段落目で、そのため、地方

公共団体は、1.1.1 に記述した云々かんぬんを踏まえて、避難に関する基本方針を検討する

必要があると書かれておられます。 

 そういう意味では、14ページの記述と 16ページの記述の理由といいますか、どこがどう

違うのかということを教えていただきたいと思います。私の説明が悪いのかもしれません

が、教えていただければと思います。 

○まず 14 ページの方は、避難のことに関してどういう対策を事前にやっておくべきかとか、

避難のときにはどのような動きをするべきかということを、それぞれの事業者ごとに、主

体ごとにつくっておく必要があるだろうということです。 
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 16 ページの方は、その中でも直接的に避難の話に取り組むのは、地方自治体が住民と直

接接しながら避難の動きをするということで、この部分は地方公共団体のところを強調し

て書いたところでありまして、決して前に書いてある事業者がやらなくていいということ

ではなくて、避難のことについては地方公共団体が一番近いところにいるだろうというこ

とで強調して書いているところであります。 

○私の質問の仕方が悪かったんだと反省しておりますけれども、要するに避難の基本方針、

こういった非常に広域にわたって、何日にもわたって利根川水系、荒川水系で必要とされ

る避難、それから、こういった基本方針というのはやはり国や地方公共団体がそれぞれに

協力しながら、国家は国家としてどのような形でこの避難を考えていくのかということを

お示しいただきたいと思います。 

 要するに、東京都は東京都で例えば 16 ページについてやりなさいと言われましても、全

体のマスターとなるものがあった上でやっていきませんと、例えば私どもの江戸川区の人

は逃げるとしたら新宿方面には全く逃げられませんので、千葉県に行かざるを得ない。こ

れは勝手に都が考えているんですけれども、そういったことを考えた場合にやはり国の御

指導といいますか、どういうふうな物の考え方をするんだという、そういうことを是非御

指導いただいた上で、私どもは首都圏のそれぞれの自治体あるいは都の区市町村とともに

つくり上げていきたいということで申し上げております。 

○承知いたしました。 

○非常に貴重な御意見だと思いますので、是非事務局の方でよろしくお願いします。 

 どうぞ。 

○大変いいデータを示していただいているんですが、２点あります。 

 １つは地下街の浸水の問題ということで、大阪の地下街の御紹介があったんですが、実

はここまでくるのにやはり 20年ぐらいかかっているわけです。なぜそれだけかかったかと

いうと、消防法の地下街の安全というのは火災とガス爆発だけなんです。そこに浸水の危

険性があったところで、法律的な対策を協議する枠組みが何もないということなんです。

ですから、八重洲だけではなくて横浜あるいは名古屋、博多というＪＲの駅前は全部こう

いう危険性を持っていて、ただ、大阪の梅田の地下街だけが淀川の水位がモニタリングで

きるような、そういう防災センターができていて、ですから、地上で起こったことが自動

的に地下街にも入るようになっている。これは大阪だけなんです。だから、八重洲の地下

街で隅田川とか荒川の水位がどうなっているかというのは、全然情報が入っていない。そ
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ういう問題というのは、やはり消防法を何とか改正しないと、このままでは物すごく権利

関係が錯綜していまして進まないのではないか。ですから、だれかが文句を言い続けると

いいんですが、それはちょっと無理ですので、やはり法律で地下街の浸水の問題をクリアー

に進めていく施策というものが要るのではないでしょうか。 

 それから、もう一点は要援護者の病院の問題があったんですが、これはその地区の病院

が浸かるということも前提に数を評価されているんでしょうか。浸水域での受入機関です。 

○資料でいうと、どちらでしょうか。 

○14 ページに社会福祉施設の入所者の移動が載っているんですが、これは要するにほかの

地域に行く前提になっている数は、そこで浸かっているという形になっているんですか。 

○病院の場所と浸水エリアを確認して出しております。 

○それで大洲の病院とかいろいろな例があるんですが、一番大きな被害が出ているのは実

は 99 年の台風 18 号で、山口大学の附属病院が高潮氾濫で１階まで水に浸かったんです。

これが非常に長期化して、基幹病院だったものですから、１日の外来患者が 4,000 人とい

う大病院が長期間使えなかったので、いろいろ報告書が出ておりますので、それも参考に

していただいて、特に地下に救急医療のコアがあったものですから、大変なことになった

と聞いておりますので、それも参考にされたらいいと思います。 

○ありがとうございます。 

 前段の方で地下街の取組みについての話があったと思います。今回の先生方の御意見を

お伺いして、いろいろな関係者に話を聞いていますと、地下空間の話については、以前は

国の方から５省庁の通達が出されていて、それに基づいて地下空間の計画調整みたいなも

のはやっておったということで、そうやっているとたくさんの法律が関わってくるので、

今はだんだん国の権限を地方に下ろしていこう、あるいは都市計画の話は地方でやってい

こうという話の中で、どうも 2001 年以降にそれらの地下空間の調整については地方公共団

体の中でやるべきだということで、それぞれの法律が消防法とかいろいろとある中でやっ

ています。調整等については、それぞれの地方での取組みという形で変化してきておる中

で、こういう連携体制の組織をどうやってつくっていくかということで、先ほど先生から

法律の話なども出ていましたけれども、全体の流れとしては今そんな感じになっています

ということを聞いてきております。かといって、連携体制ができなければ何にもならない

ということです。 

○そうすると、例えば博多の地下街みたいに３度ぐらい大規模な浸水が起こっていて、な
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おかつ安全対策を抜本的にどうこうしようという動きがないというのは、一体どこがチェ

ックすることになるんですか。それはもう地方に任せてあるから、地方がやらなかったら

どうしようもないということなんでしょうか。 

○そういうこともあって、平成 11 年とか平成 15 年の福岡の水害を受けて、水防法を改正

して避難確保計画をそれぞれの施設管理者につくってもらって、それを地域防災計画に位

置づけて、安全管理あるいは安全率を高めていこうということで、そういう取組みは大分

してきているということになります。 

○でも、水防法というのは基本的には河川ですね。河川、海岸からの氾濫水ですね。です

から、いわゆる内水氾濫での氾濫というのが水防法でも対象になっているんでしょうか。 

○水防法では特に内水とか外水いう区別はございませんので、内水が入っていないという

ことも言えないんですけれども、従前の水防法の規定を普通に読めば、ほとんどが河川か

らの氾濫の水を想定した条文が書かれている。だからといって、内水のことは何も入って

いませんというところまでは断言できない形になっていまして、近年、例えば下水道があ

ふれて都市が浸水する。こういったことにつきまして、水防法でどういう取組みができる

のか。そういったことは今いろいろと検討しているところでございまして、内水は水防法

で考えないということではございません。 

○それから、地下空間の消防法の関係も、消防の方がいらっしゃいましたらお願いしたい

と思います。 

○本日、私どもの防災課長が所用により出席できません。私は代理で参っております。私

の方から消防庁として責任ある発言はできませんので、それは控えさせていただけますで

しょうか。 

○今、御指摘の話は、例えば消防法の中で防火管理体制があって、その対象を水なども含

めて広げていったらどうかみたいな御指摘だと思います。 

 御案内のとおり、大きな建物の地震対策については２年か３年前に法律が改正されまし

て、防火だけではなくて防災も含めて対応していこうではないかということで、少し射程

を広げたという経緯がございますが、今度は先生がおっしゃったようなところまで、全体

して広げられたところまではいっておりませんけれども、私どもの方で今の御指摘を消防

庁の方へ正確に伝えて、また検討してまいるようにお願いしてまいりたいと思います。 

○どうぞ。 

○関連するページからそのまま１つ、もう一つは２点お伺いしたいと思います。 
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 １つは 14 ページで、先ほど●●委員が質問されたところです。非公開資料２の 14 ペー

ジでありますが、ここでいう福祉避難所というのは何を対象に数えられたのかをまず教え

ていただきたいと思っています。 

○先生、福祉避難所という定義の問題とか考えてよろしいでしょうか。 

○とりあえずそれでも結構です。 

○今、数だけ整理をしておりまして、実際にこういう要援護者の方ですから、普通の避難

所ではだめだ。それで福祉避難所という言い方をしているんですけれども、具体的にこの

受け皿をどういう形でやるかということについては、もう少し分析をしないといけません

ので、福祉避難所がこうあるべしということは今お答えする状況ではないです。 

○なぜかというと、福祉避難所を指定をされている地方公共団体はたくさんあるんですが、

人も施設もあるわけではないんです。福祉避難所の発想は一般避難所では難しいけれども、

特別な施設等に入れるためにはちょっと量的に多いのでという感じで置かれていることが

多い。したがって、人も施設もない。それをすべてここで考えているような収容の数とし

て数合わせをするのは、ちょっと難しいのではないかという気がしております。 

 同じような発想で、隣接地域までは避難の収容が可能であるという表現に読み取れるん

ですが、これは例えば小中学校すべてを入れていて、体育館だけではなく教室ももし算定

をしているならば、非被災市町村が学校を休校にして受け入れるというのは現実にはなか

なか抵抗のあることだと思います。 

 今２つのことで、１つお願いがあるのは、幾ら数を減らせといっても莫大な避難人口で

あることは事実です。今、半分に減らしたとしても阪神の約 20 倍。１つの発想としては、

避難の人口そのものをどう減らすのかということを基本方針などで少し打ち出しておかな

いと、これそのものを全部受け入れるような体制を考えなさいと自治体にそのまま投げる

のはやや無理があるのではないか。多分その答えがここの後段で出てくる排水機能の整備

ということだと思いますが、やはりそこの流れをきっちり押さえておく必要があるのでは

ないか。 

 それから、小学校の受け入れの問題も現実には阪神でも起きています。隣接で起きてい

るので、そういう面では、先ほど国として避難の基本の骨格をという●●委員の話もあり

ましたけれども、広域な避難計画を立てるような体制なり仕組みをつくるのかということ

も、内閣府としてはあるいは中央防災会議としては踏み込まれるべきなのではないか。例

えば広域協議会みたいな議論というのはあるわけですから、流域ごとにつくるようにしな
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さいとか、あるいは国がそこに対してどういう役割を持つのかとか、これはいきなり避難

を出す側の市町村に立ち上げ、その体制の仕組みづくりを求めるのはちょっと厳しいので

はないかという気がいたします。そこには国なりの責任がきっちりあるという、その辺の

書きぶりを是非していただきたいと思いました。 

 以上です。 

○どうぞ。 

○私も似たような感想なんですけれども、もし私が今、市町村なり都道府県なりにいて、

この報告書があって、これによって一体どういうふうにしているかとか、どうするのだと

言われたときに、非常に困るというか苦労するのではないかという気がいたします。 

 例えば広域避難というのは考え方としてはわかるんですけれども、避難所の収容能力が

あるかないかというときに、人数を何人置けるかではなくて、それから後かなりの期間に

わたって多数の人がそこで生活できるようにしていくという条件整備はどうするか。この

中にも備蓄が必要だ、備蓄を十分にやるように努めなさいということになっているけれど

も、具体的にどれぐらいの備蓄を考えなければいけないのかということになると、その費

用というのはあらかじめどうやって用意をして、どこの場所に用意しておいてといったよ

うなことまで自分たちで考えていって、広域避難の受入体制をつくる。 

 ところが、自分の町自体に被災をしている人たちがいる。それから、物流状態が非常に

悪い中で、ライフラインも十分ではないといったときに、本当にどれだけ受け入れられる

だろうか。受け入れの準備を前もってやっておけというのは、どういうふうにしてやるか

といったことを自分が実際にやらなければいかぬ立場になったら、これはかなり苦労する

だろうと思います。 

 先ほど●●委員からお話があったことと共通するところがあるんですけれども、国も勿

論だし、ここは地方公共団体として一括して書かれていますが、現実には都道府県と市町

村でかなり役割が違ってくる。そして、それぞれがうまく広域にわたって話をつけるとい

うのは、よほどよく調整をし、そして、それが実現可能な条件も用意しておいてあげない

と、これはそう簡単にはできないのではないだろうかと思います。そうすると、この報告

の中でそこまでのことというのはちょっと難しいのかもしれない。むしろ、これに続くも

う少し具体化したものをどうするかというのが必要になってくるかもしれない。 

 例えばここで言われているようなことを地方公共団体、県なり市町村なりが受け止める

とすると、形としてはどうなるか。それは地域防災計画といったものの中に具体化してお
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かないと、現実には非常に動きづらいと思います。そうすると、基本方針とここで書かれ

ていることを現実に具体化するためには、地域防災計画の中でどうするかを書いておかな

いと動けない。その中で県はどうするか、市町村はどうするか、それぞれで具体的な計画

に書いておかなければいけないのではないだろうかということまで考えると、この報告の

段階でその辺まで全部きちんとやるというのは難しいかもしれないと思うんですが、この

報告が出て、あなたはどうするのかと言われたときに、これは非常に大変だ。そうすると、

それらについてはもっと具体的なものを、これからどうするかということが必要になるの

ではないかという感じがいたします。 

○御指摘のとおりだと思います。通常、中防会議の専門調査会で地震の被害想定なども出

していただいた後、それを今度は国として受けてどうするのかということで、国としてマ

スタープランをつくって、そして、それをそれぞれブレークダウンしていく。ブレークダ

ウンをしていく過程の中で地方公共団体とも協議をして、整理をしていくという作業をし

ております。 

 この大規模水害についても一定の方向性等々を出していただければ、多分そういった作

業が必要になってくるんだろうと認識はしているところであります。それにしても、今後

どういうような議論をして、国、地方公共団体それぞれにおいても、今後どういう作業を

すべきなのかということをできるだけ、この方向性をきちっと今回のこの専門調査会の報

告の中にも含めておいていただければありがたいと思っています。 

○どうぞ。 

○大規模な水害が起こったときにどういう問題が起きて、それに対してどういう方針で対

処するかということは非常に精密に書いてあって、その通りだと思うのですが、大規模と

いうことは、すなわち広域になるということです。水はここから東京都だから流れるのを

やめて、千葉県の方に流れようということはあり得えず、当たり前のことですが自然の法

則によって流れるわけです。多くの場合、都県の境界をまたがって大災害が起きます。す

でに八都県市間の応援協定もあります、書面では大方できているのです。 

 ときどき８都県市の共同訓練を行うわけですが、３時間から４時間ぐらいの限られた時

間で終わるものが多いわけです。その訓練の中で、例えば「これだけの患者を隣接の県や

市で受け取って欲しいといえば、はい受け取りましょう」ということで演習は無事終わる

わけです。しかし現実にはもっと大変なことが起こると考えられます。有明の丘地域の基

幹的広域防災拠点で訓練して考えることですが、恐らく広域災害の場合には、実際には８
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都県市それぞれの副知事ぐらいが集まってくるのではないか。もちろん都県市が相互に助

け合うこともありますが、自分の県にはこれだけの救援物資や救援部隊を廻して欲しいと

国に求める場も多いと思います。訓練では各都県市から課長あるいは係長クラスの実務レ

ベルが詰めていますが、現実には副知事クラスが詰めることになるのではないでしょうか。

その物資、その救援をわが県に廻してほしいとなり、普通の訓練の場合のように相互にニ

コニコして「はい結構です」ということにはならず、壮絶な奪い合いの場になるのではな

いかと思います。 

 そうだとすると、災害対策基本法に定められているように自治体の首長に責任があると

いっても、広域災害の場合は、自治体の間にかなりの争いが起こることも想定しなければ

なりません。そのようなときには、国が上からビシャリと決めることが必要になります。

そのためには米国の連邦危機管理庁（ＦＥＭＡ）のような国の組織が必要になります。も

しそれが難しいならば、少なくとも同様な機能をもつ調整システムがなければならないと

思います。新しい国の組織をつくることはこれから難しいと思うのですが、広域災害では

国がＦＥＭＡ的なセンスで明快に都道府県の間の利害を捌く必要がありましょう。地方分

権だといって、地方のことは地方で決めると言っても、広域に水災害が起これば「地方の

ことは地方で」では決まりません。 

 そういう意味で、例えば最後の方の 64 ページのⅣの辺りに入るのではないかと思うので

すが、ここで指摘した場合の訓練をすべきだと思います。そして、そのための八都県市間

の訓練は、このぐらいの頻度でこういう計画でやっていくと述べるべきだと思います。当

初は単純なことから訓練すればよいと思います。実際に大規模災害が起きたときに、どう

対応するかは、この冊子だけではできないと思います。ですから、こういう訓練をやるべ

きであるということが「Ⅴ．今後の検討課題」か「Ⅳ．対策の効果的推進」とか、８都県

市がいつもそういう訓練をやっているということが非常に重要なのではないでしょうか。

そういう感じがいたしました。 

○どうぞ。 

○これを読ませていただくと、すごい違和感を感じるんです。この専門調査会は今の治水

施設でこれだけ膨大が雨が降ってきたときにはどうなるかということを検討して、今の状

況でこういう水害が起こったらこういうふうにして避難をしたり、こういうふうに工夫す

るしかないということは確かに書かれていて、今もしこれが起こったらそのとおりだと思

うんですけれども、しかし、これは内閣府の専門調査会が将来を見据えて、要するにこの
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報告書を出すとしたら、現状の施設と現状の体制で検討してみたけれども、これだけの水

害が起こると、今の体制と今の施設では防ぎ切れないということが明らかになったという

ことをどこかで書いてほしいんです。もしかしたら、温暖化自体を見据えた新たな基盤整

備の仕方を私たちは考えなくてはいけないのかもしれないし、今、起こっている水害の中

でやっていく今の防災の体制と仕組みでは、多分 366 万人を工夫しながら避難させるとい

うことが本当にできるのか。 

 今、皆さんがおっしゃっておられたことは、私はそのとおりだと思うんだけれども、や

はりそういうことが明らかになったということもどこかにきちんと書いていただいて、

「今、考えられる仕組みや体制の中でやれることはこういうことで、これをやっていくし

かない。今の堤防の施設なども整備途上だけれども、それも一生懸命やらないと被害を減

らしたり、リードタイムを稼ぐことも難しいが、本当に温暖化が進んでいてって、こうい

う水害が起こってきたときには一体どうしたらいいのかということを、もう一回みんなで

体制も基盤整備の問題も含めて考えなくてはならない事態になったのではないか」という

ようなことぐらいまではどこかに書いてもらわないと、どうしても最後まで違和感が残っ

てしまうというのが私の感想です。 

○どうぞ。 

○先ほどから大体同じようなお話があるのかと思うんですけれども、先ほど話がありまし

たように、この報告を受けて、いわゆるマスタープランとしての位置づけ的なものを作っ

て、更に具体化していくためには、恐らく個別にそれぞれもっと掘り下げてやらなければ

ならない課題もたくさんあると思います。そういうやらなければならない課題の方向性み

たいなものをマスタープランの中で書いておけば、あとはそれぞれまた個別具体的にブ

レークダウンさせながらやっていくということになるのではないかと思います。 

 それから、今、●●委員からお話がありましたけれども、外力設定の問題がそもそもあ

ると思います。今回の大規模水害対策の検討は、現状で大きな水害が起きたときにどうい

う対処をするべきかということで、その前提の下で広域避難とか要援護者対策をどうする

かということをやっております。きっと地球温暖化のような話は、これからどういうふう

にあるべきかということを根本からもう一度議論しないといけない部分であり、いわゆる

課題として今後何をやらなければならないかというところで、何らかの形で取り上げてい

くんだろうと考えております。 

○ほかにございませんか。どうぞ。 
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○先ほど出た話題にやや関連するんですが、31ページ、32ページのところで地下空間の対

応について一応今回大分補強をしていただいたように思います。ただ、本当にこれででき

るのかというのがやや疑問なところがございまして、特にだれがやるのかという主語の問

題についてちゃんと確認しておいた方がいいと思います。 

 １つは 31 ページの一番最後の段落で、地方公共団体は地域防災計画に位置づけるという

ことで、これは地方公共団体がやることだと書いてあるわけです。「さらに」と書いてあ

って、次の文章は主語がないんですが、これはその流れから見れば地方公共団体がやると

読むのが素直だろうと思います。 

 ところが、1.6.2 以下の文章はほとんどが地下空間の管理主体で構成された協議会等が中

心となりという表現になっていまして、地方公共団体の役割ではないと読める。地下空間

の管理主体で構成された協議会というのは具体的にいうと、これだけを見ると地下街と鉄

道会社、恐らくはそうなるし、32 ページの一番上の文章でもし協議会が組織されるとすれ

ば、プラス店子と連携する地下空間のビル、これはかなり数が多いですけれども、そうい

う方たちになります。この方たちがいずれにしても自分たちの費用で独自にこういう評価

をしたり、計画を全部つくるというのは余り現実的ではないのではないか。大阪の例を見

ても、大阪市がかなり積極的に入ってやっていらっしゃるということを考えると、少しこ

の辺の文章の主語は御検討いただく方がいいのではないかと思います。特に地方公共団体

の役割というのが必要なのではないかという気がします。 

○よろしいですか。 

○承知いたしました。 

○いろいろ活発な御議論をいただいていますが、会議の後半でもまた受けたいと思います。 

 これは現在の条件だったらこうなるということが詳細に記述してありまして、多分制度

設計の見直しとか、あるいは施設とか工事をどうするんだということもこの後にくるんだ

ろうと思っていまして、これは多分中央防災会議に対する提言だという気がしています。

土木工事というとまた問題になるかわからないけれども、現実には最低限はやらなければ

いけないんだろうという感じがしていますので、現状の問題、前提の問題、これからの問

題というふうに理解していますので、よろしくお願いします。 

 それでは、10 分ほど休憩したいと思います。今ちょうど３時半でございますので、３時

40 分まで休憩したいと思います。よろしくお願いします。 
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休 憩 

 

○秋草座長 それでは、時間となりましたので、引き続き議論をお願いいたします。 

 

資料説明 

 

○越智参事官 それでは、これから施策のたたき台の 49 ページ「３．住民、企業等におけ

る大規模水害対応力の強化」のところを御説明します。この話とＡ４横長の非公開資料６

「経済被害の検討状況について」という資料があると思いますが、これが内容的に関連し

ているものがありますので、先に非公開資料６を御説明して、その後、施策の本文に入り

たいと思います。 

 資料を１枚めくっていただきますと、写真が付いた２ページというものがあります。こ

れは平成 11 年の福岡の水害のときに、博多駅前が浸水しまして地下に水が入ってボイラー

とか電気設備、あるいは車が被害を受けたという写真であります。 

 ３ページを見ていただきますと、そのときに受電設備とかボイラー等の損傷がひどい。

これらについては特注品が多いので、復旧に半年程度かかったということで、地下にある

こういう設備が被災したのと同じようなことが起きるのではないかという事例でございま

す。 

 ４ページは、今回の利根川、荒川の氾濫シミュレーションで、荒川が氾濫したときに、

この浸水エリアに大企業がどれぐらい位置しているかということで見たものです。 

 右側に絵があります。赤いポツが東京、千葉、埼玉に本社を有する東証一部上場企業大

手上位 100 社の位置を書いたものですが、このうちの 42 社が浸水区域に存在している。一

方、メガバンクとか金融関係の会社についても相当数があるということで、こういうよう

に一度浸水して機能停止すると、大きな影響を全国的に及ぼすことが懸念される会社が集

中しているということであります。 

 ５ページを見ていただきますと、これは丸の内地区の状況についてヒアリング等をした

結果を記したものです。丸の内地区にはオフィスビル、20階建て以上の高層ビルが約 50棟

ほどありますけれども、ほとんどのビルの受電設備等は地下に設置されておりまして、し

かも、水害に対する備え、水防対策がほとんどできていないという状況でありまして、仮

にここに水が入ると、左下に漫画がありますが、水は上層階に送れない、電気も止まって
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しまう、エレベーターも動かない、空調も動かないといったようないろんな影響が出てき

て、ビルそのものが機能不全に陥ってしまうということであります。 

 ６ページも浸水区域の中に存在します大手食品メーカーの状況を確認したところですけ

れども、下の方に漫画が付いていますが、全国の小売店からの発注は本社ビルにあって、

本社ビルがそれを調整、整理して工場の方に製造の指示を出して、小売店に納品されると

いったことで、仮に本社ビルが機能停止に陥れば、納品指示、納品というのが止まってし

まうということで、大きな影響が出てくることが予想されます。ちなみに、小売店舗数で

いうと 10万店舗以上がここに関係しているというヒアリング結果もあります。 

 ７ページですけれども「運輸・郵送業者におけるデータセンターの浸水による影響」と

いうことで、本社は浸水区域外なんですけれども、データを一元管理しているセンターが

浸水区域にあって耐水か水防対策がとられていないということで、ここがダウンしてしま

うと全国の拠点に影響が出てくるということで、活動が止まってしまう。そういう心配を

されるところがあります。 

 ８ページですけれども、これはオンリーワン企業のことを書いております。 

 ８ページの下半分のところに操業停止に伴う影響ということで、国内シェアの約 65％の

部品を自動車メーカーに納めているという会社がこの浸水区域内にもございまして、それ

が停止してしまうと操業停止期間が非常に長くなる。国内の自動車メーカーにも影響が出

るということで、これは中越沖地震で被災したリケンという会社が、同じようにピストン

リングが供給できなくて、全国に影響が出たということでありまして、このようなオンリー

ワン企業も存在しております。 

 それから、物流拠点という意味でいきますと９ページですが、物流ターミナルが浸水し

て活動できなくなると影響が出てくるであろうということで、そこに３パターン書いてお

ります。 

 左の①のところには、公共トラックターミナル、要は荷物を積み替えて各方面へ分配さ

れるんですけれども、この地域には首都圏の公共ターミナル４か所のうち２か所が浸水域

内にあるということで、これが使用不可能となると全国的な影響が出てくるのではないか。 

 それから、大きな陸運会社の物流倉庫センターもこの区域に約５割、大手の陸運会社の

５割ぐらいの倉庫があるということで、これも大きな影響が出てくるのではないかという

ことで、物流にも多大な影響、懸念が見込まれるということであります。 

 10 ページですけれども、浸水が想定される市区町村に首都圏の出荷額ベースでいうと 6
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5％の印刷・製本関連会社の事業所が集積しているということでありまして、印刷ですから

機械は水に弱い、商品も価値を失ってしまうということで、これも定期刊行物の印刷等に

影響が出てきそうだということです。 

 それから、従前より地下鉄のことは申し上げて、シミュレーション等でもお話が出てい

ますし、実際の海外での被災事例もありますように、一度浸かってしまうと水を排水でき

るまでに長期間かかる。機械の再開も合わせると相当の時間がかかるということでありま

して、その辺の流れが 11ページに書いてあります。 

 こういうことで、大規模水害での被害の特徴としては、多くの企業等が一度に被災する

可能性がある。 

 それから、予防対策はほとんど進んでいないということ。復旧まで相当の期間がかかり

そうだ。そこが止まってしまうと、狭いエリア、首都圏だけの問題ではなくて全国に波及

してしまうであろうということでありまして、これらに対しての対応が出てくるというこ

とで「経済被害の検討状況について」の御報告にさせていただきたいと思います。 

 それでは、本文の施策案の方に移っていただきまして、49 ページを開いていただきたい

と思います。そこに「３．住民、企業等における大規模水害対応力の強化」というものを

書いております。これは本日の冒頭の部分で説明した資料にもありますように、公的主体

あるいは自助、共助の役割分担のことについて触れております。 

 49 ページの図表２のところに役割分担の考え方ということで、国、地方公共団体の主な

役割を幾つか列挙させていただいております。公的なところについては、自助、共助を促

進する仕組みの整備が必要だということ。住民等については、正しい理解とか提供する情

報に基づく行動判断などについて書いているところであります。 

 50 ページから何点かポイントを絞って説明します。 

 まず大きな柱として、大規模水害に対する正しい認識を持ってもらう必要があるだろう

ということで、国や地方公共団体については平時から住民や企業等に対して具体的な浸水

イメージや浸水時に想定される被災イメージを周知する。あるいは被災前後の対応の在り

方などについても情報の共有化を図っていくということで、こういうことを通じて正しい

認識の形成を促進していくということが必要であります。 

 そのためには、発生特性と被害イメージを明確にしておくことが必要ということで、一

般の地域住民や企業等にもわかりやすい表現方法等の工夫をしなければいけないというこ

とでありまして、これらには新技術の活用等も考えられるということであります。 
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 それから、実際に逃げ遅れた場合の状況とか水害時の車利用の諸問題、渋滞の問題、浸

水被害時の命の危険性や停電、断水等により生じるさまざまな生活への支障などについて、

できるだけ具体的な被災イメージを周知・広報するということで、被害イメージを明確化

するということがまず１つであります。 

 51 ページの方で対応はどうするのか。対応に関する周知・広報はどうするべきかという

ことでありまして、51ページの3.1.2の７～８行目ぐらいのところからありますけれども、

避難方法や避難場所、安全な避難ルートや移動手段等、避難シナリオや避難計画内容の周

知と理解を促進するということ。特に高台の所在やどこが安全であるかということがわか

るような表現の工夫をするということ。それから、そういう情報をどこからとるのかとい

うような入手先とか入手手段を周知・広報していくということであります。 

 また、避難率を向上させるためのこともやっていかなければならない。治安の問題とか

避難を妨げるさまざまな問題に対して実際にどういうことをやっているかということを周

知・広報するということであります。 

 大きな２つ目ですが「3.2 地域住民の防災力の充実」ということで「3.2.1 避難行動

力の向上」というものを最初に挙げております。これについては自主防災組織とか町内会

等で避難シナリオの周知や訓練等の地域に密着した防災活動の促進に努めるとか、学校で

の防災教育の充実、そういうものへの参加で学校、地域との連携強化を促進するなどの事

例を挙げております。 

 52 ページの方に「3.2.2 避難時の相互連携体制の検討」ということで、防災関係、消防、

警察というものを加えて、近隣者相互の声のかけ合い体制あるいは避難判断や要援護者の

避難支援活動が行えるように地域の防災リーダーを育成するということを考えていくとい

うことであります。それから、民間事業者とか近隣住民の協力による搬送手段の確保に努

めるということを相互連携として考えている。 

 ３つ目に「3.3 民間企業等の被害軽減対策の強化」ということで、どんな状況かという

ことを、先ほど「経済被害の検討状況について」で説明をしておりますので、そういう心

配がある中で、それが生じないようにするというような裏返しの書き方をそこにしており

ます。 

 53 ページですけれども、優先度の高い業務の継続性を確保していく必要があるであろう

ということで、そこに３点ほど書いております。従業員やお客様、周辺地域住民等に対す

る安全性確保の観点から継続が求められる業務や、法令順守の観点から継続が求められる
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業務については、優先度が高いであろう。それから、サプライチェーンの全体の影響と、

対外的に大きな影響を及ぼすものについても優先度が高いであろう。自社の存続、経営に

ついても業務継続していく、あるいは早期の業務再開が必要な業務についても、会社自身

としても優先度が高いものであろう。こういうことに対する備えはちゃんと優先度をもっ

てやっていく必要があるということであります。 

 それらの具体の対策については、既に今までさまざまなところで議論されております

データのバックアップ対策の強化とかデータ、書類等を水に浸からないところに移動させ

ておくとか、ライフライン寸断時の代替手段の確保などそこに書いているところでありま

す。 

 こういうことを踏まえて、事業継続の計画を策定するということでありますし、一方、

国や地方公共団体もこういうことを支援していこう、支援するべきだということを書いて

おります。 

 54 ページですが、今度は「3.4 行政・企業・住民等の相互連携」であります。これにつ

きましては、行政と住民だけではなくて企業も含めて行政との連携ということでありまし

て、これにつきましては非公開資料５、横長の「大規模水害対策の施策案（たたき台）参

考資料（2.1.1～3.4.2）」というものがあります。この８ページをごらんいただきたいと

思います。 

 ８ページには行政と企業等の災害時協定ということで、これは市川市の例でありますが、

市川市は応援・支援協定を多くの関係者と締結しております。その事例を見てみますと、

相互応援協定という形では県内市町村あるいは県、それから県域を飛び越えて近隣の県あ

るいは少し離れた県の市などと提携している。 

 それから、応援協定、支援協定ということでさまざまな関係機関、団体といろんな面で

協定を結んでいる。 

 物資の供給協定につきましても、そこに書いてありますように飲食、医薬品、燃料等に

ついての提携を結んでいるということで、色がついているのは、黄色が昭和 50 年から 63

年、平成 10 年までが薄い水色、平成 11 年以降もグリーンの色がついているとおり、ずっ

と継続的にこういう取組みをやってきて、災害に備えている、企業との協定を結んでいる

という事例でございます。こういう連携を強めながら対策を整えていくということかと思

っております。 

 最後 54ページにボランティア等の連携ということで、これは今やボランティアといろん
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な形で協力したり、支援関係にあったりということでやっておりますので、それが更に充

実していくようにやっていく。あるいは復旧・復興までを含めて効果的に連携をしていこ

うということで記述させていただいております。 

 「３．住民、企業等における大規模水害対応力の強化」については、以上でございます。 

○秋草座長 ありがとうございました。 

 それでは、御質問、御意見をお受けしたいと思います。どうぞ。 

 

審 議 

 

○今回に至るまで、非常にいろいろなところの被害想定をしていただきました。人命から

始まりましてライフラインですとか病院、地下空間、それから、今日は経済的なところま

で幅広くしていただいて本当に盛りだくさんなんですが、前に社会、経済的な影響を伺い

たいと申し上げたんですが、経済的なところにはこういうふうに入れていただいているん

ですが、社会的なところの中で、例えば教育機関への影響というものがどんなものかをお

尋ねしたいと思います。 

 例えば学校というのは、この文脈の中では避難所としての視点で使えるということで書

かれていますけれども、学校というものは教育機関として普段は機能しているわけで、そ

こが使えなくなるわけですね。そういう観点から見ると、しかも、広域で浸水もしていな

いところももしかしたら閉鎖されるということで、そういう意味での学校あるいは幼稚園、

保育園というものへの影響というものはどの程度になり、それがどのぐらいの期間続くの

か。その辺の教育的な影響というものがもし何かちょっとでもあれば教えていただけたら

と思います。 

 もう一つよろしいでしょうか。今日のたたき台の中で主語をたくさん入れていただいて、

国という言葉も出てきております。国と言われたときに、今までは内閣府か国交省という

イメージを持っていたんですが、昨今は違う。９月になってからちょっと違ってきたとい

う気もいたしますが、その辺り、国と書かれたときにどういうところを具体的に想定され

ているのか。それがもしあったら教えていただければと思います。 

○何かありますか。 

○何点かありましたので順番にいきたいと思います。 

 まず１つは学校の話ですけれども、実はこの資料の中で説明をはしょってしまって大変
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申し訳なかったんですけれども、54 ページの下から５行目のところです。学校教育につい

ても防災教育の充実・強化を図っていく。こういう連携強化をやっていくという定性的な

書き方とか、あと影響については 22 ページです。これでは書き方が足りなかったのかもし

れないんですけれども、22 ページのアンダーラインを入れたところに、小学校等の施設利

用等による行政サービスの低下とあります。これは行政サービスの中に子どもへの教育の

話も含めているんです。ちょっと書き方が不十分だったかもしれませんが、こういう影響

もあるという定性的な問題は認識しているんですが、これを定量的に具体的にどれぐらい

の影響があるという程度を示すところまでにはちょっと至っていないということです。た

だ、いろんな人に聞いてみますと、地震などで避難所あるいはそういう場を提供したとき

に、子どもの教育環境に多少なりとも影響あるいは不便を与えたとか、そういうことは聞

いてはおりますけれども、それがどれぐらいであるとかというところまではちょっと把握

できておりませんというのが１つ目です。 

 それから、国というのは国の機関ということで、特定のところを指しているわけではな

くて、例えば内閣府でもあれば国交省でもある。あるいは総務省の消防の関係の方でもあ

るということで、行政機関の全般的なことを指していますので、特定のところを言ってい

るわけではありません。そこは柔軟に読んでいただければと思います。よろしくお願いし

ます。 

○どうぞ。 

○経済的な影響のところでひどく身近に感じましたのは、実は私どもの本社は大手町、丸

の内地区にありまして、新社屋ができたばかりなのですが、多分水害に対して何の予防も

していないのではないかと今ひしひしと思ったところです。 

 丸の内地区というのは今も高層ビルが次々と建っておりまして、再開発も盛んなところ

なんですけれども、私も詳しいことがわからないんですが、例えば耐震についても建築基

準法とかそういうところでカバーをしていると思うんですが、水害に対しての予防という

ことで建築基準法なり何なりで法律の網をかけるとか、指導をするとか、そういうことと

いうのは可能なんでしょうか。今、次々建っているところが余りにも無防備だと思います

ので、そういった意味では必要な措置ではないかという気がしました。 

○今日の経済被害の検討というのは、固有名詞などをとっているので迫力があまりありま

せんが、実はかなり衝撃的な内容でして、こういう実態がまだ十分に世の中に広まってい

っていないということ。それから、そういう警鐘をまだ余り鳴らしてきていなかった。特
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に公に対して鳴らしてきていなかったということで、今回のこういう専門調査会を契機に

水害への備えが極めて大切だということが、まず外に対するインパクトとしてあるんだろ

うと思っております。 

 これを法的に規制をかけるかどうかというのは、多分今ある法律でいえば建築基準法と

かそういう枠組みだと思うんですけれども、この場で規制がどうかというところまでは答

えるほどのものはないです。 

○●●委員、どうぞ。 

○今のところに若干関連するんだけれども、先ほど経済被害の検討状況について説明があ

ったけれども、まさにここ 10年、20年ぐらいの間に大都市を中心にした、いわゆる相互依

存性というのが非常に高くなってしまっているわけです。それから、地下街の話もあった

けれども、非常に短期間の間に都市の構造などがどんどん変わっているわけです。しかし、

そういうものに対して、トータルで物を見ていくというところが日本は全然ないわけです。 

 これは何回も申し上げているけれども、例えば今、丸の内の話が出たけれども、江東区

もそうですね。●●委員がよく例に出すけれども、学校を建てる、警察署を建てる。いざ

大水害があったときには、それが 10ｍに沈んでしまうようなところに平気でどんどん建て

る。警察はそんなところはないとは思うが、いずれにしても、大災害、水害とか地震とか

そういうものをトータルで横ぐしで見てチェックしていくという機能が全く我が国にはな

いわけです。そこら辺を総論でもいいけれども、強く言うべきだろうと思います。 

 アメリカなどは例のカトリーナもそうだけれども、いろんな事案を教訓にして、例えば

そういう相互依存性があって、とんでもない田舎であっても、それが被災をしたら大都市

にまでどういうふうに及んでくるかとか、そういうものを非常に研究しています。そうい

うこともひっくるめて、やはりどこかどそういうものをきちっと強く言って、ガイドライ

ンなり何なりをつくる。または前回も出たけれども、下敷きではないけれどもチェックポ

イントという、例えば家を建てるときもそうです。個人の家を建てるときに、どういうこ

とを注意して一つひとつポイントをチェックしていかなければいかぬという、そんなもの

を個人に任せるのではなくて、具体的なものを提示するということが必要なのではないで

すか。 

 我々はこういうふうにいいものをまとめて、みんなわかるけれども、こんなものは個人

とか企業個々では全然見ませんから、それぞれがいろんなことを進めていく上で水害なり

いわゆる地震なり、そういうもの全体を見ていくというような、そういう役割をどこかで



 -33- 

だれかが果たさなければいかぬ。そのことを是非どこかで強調していただきたいと思いま

す。 

○最初に事務局の方から、今の●●委員の意見についてお願いします。 

○今の●●委員と●●委員のお話をまとめてのお話になるんですけれども、建築基準法の

中では建築物を規制しているようなものもありますし、実際に氾濫域あるいは普通の土地

の土地利用規制については、今後どうすべきかというのはかなりあちこちで議論はされて

きております。 

 実は次回のこの専門調査会での話題の中に、氾濫の抑制対策と土地利用誘導による浸水

被害の軽減ということをテーマとして、次回の審議事項の中に入れさせてもらっています

ので、それまでに少し今のお話も含めて整理をさせていただきたいと思っております。 

○どうぞ。 

○実務的な観点からの意見なんですが、大規模水害対応力の強化に書かれていることはそ

のとおりだとは思うんですけれども、実際に例えば自治体なり企業なりが具体的にアクシ

ョンをとろうとしたときに、やはり皆さんも指摘されているように、具体性に欠けるとこ

ろが多いと思います。我々が実際に仕事をやるときは、ベンチマーキングをするとか、ベ

ストプラクティスに学ぶとか、過去の事例やほかの地域やほかの会社でやっているいいと

ころを知った上で改善活動などをやります。 

 そういう意味では、こういう大規模水害に対する災害事例であるとか失敗事例、改善事

例あるいは海外を見たベストプラクティスとかそういうものを集大成するようなデータ

ベース、みんなが使えるようなものをつくっていただけると非常に具体的なアクションに

つなげやすいのではないかと思うので、是非御検討いただければと思います。 

○今のところと関係あるんですけれども、９月 26 日が伊勢湾台風 50 年だったんです。そ

のとき 5,098 人亡くなったんですが、三重県、愛知県、岐阜県の広域水害という形で、当

時、行政管理庁がなぜあれだけの大きな被害になったのかとう報告書を出しているんです。

その中に自衛隊の小牧の基地で、岐阜県と愛知県と三重県の担当者が救援物資の取り合い

をやったということが書いてあるんです。それを自衛隊は調整できなかったということも

書いてあるんです。ですから、先ほど●●委員から御指摘があったんですが、当時の教訓

がそのまま今も使えるかどうかは検討する必要があると思うんですが、せっかく行政管理

庁がそういう報告書を出していますので、一体そういうときに何が起こったのかというこ

とをちょっとピックアップしていただいて、現代にも通用するような形で提案をいただけ
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ないか思います。 

 実は伊勢湾台風の報告書には、昭和 28 年、６年前の 13 号台風の後、災害復旧事業が国

も貧しかったのでなかなか進めなかった。ですから、海岸とか堤防も復旧計画どおりに進

んでいなかったというような反省も書かれているんです。ですから、国がせっかくやった

調査結果を少し反映したような形で、今、ベストプラクティスの件もありましたが、そう

いうことをちょっとやっていただきたい。せっかく 50年前に起こっていますので、それを

少し参考にする必要があるのではないかと思います。 

 ９月 26日の大阪の新聞には全然伊勢湾台風のことも載っていませんでしたから、多分東

京の新聞にも社説以外では何も載っていないと思うんですが、中部地方の大手の新聞だけ

がそういう特集記事を書いたということで終わっているんですが、やはり 5,000 人以上な

くなった災害の教訓というものも、今、解き明かしてみる必要があるのではないかと思い

ます。 

 それから、もう一点、実は品川の再開発のときに大手ディベロッパーから相談がありま

して、水害の危険性を勘案して開発したいので、どういう方法がいいのかという相談があ

ったんです。最終的にはコストベネフィットの観点から、対策はやっているんです。です

から、法律的にというよりも、むしろ再開発をやる主体に対してアドバイスといいますか、

例えば江戸時代に海岸だったところで再開発をやるというのであれば、そういうことを考

慮した方がいいということを言っていただいたら、多分被害を受けたときの被害の大きさ

と初期投資との比較で民間というのは考えていくと思います。ですから、大手の企業がそ

ういうことをやるのは間違えないので、そういう方針を示すだけでも随分効果があるので

はないかと思います。それは国交省の管轄かもしれませんけれども、やはり再開発の許認

可の話のときに、一言そういうことを言っていただくというか、それがとても大事ではな

いか。それを法律で何とかかんとかいうよりも、そういう検討事項の中に入れていただく

というか、かつての水害がどうだったかということを考慮した方がいいということでも随

分違うと思います。 

 以上です。 

○どうぞ。 

○この次やることの中に入るのかもしれませんが、たたき台という中に早目にお願いして

おいた方がいいと思います。どのぐらい被害が大きくなったら、あきらめてしまうのか。

それは経済社会的な視点でもいいですけれども、やめてしまった方がいいかもしれないと
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いうこともあり得るかもしれない。それをいきなり書くのは難しいでしょうけれども、そ

ういうことも考えられるというような方向で、それはどう対応するかという問題と深く関

わってきます。大規模水害の利根川、荒川氾濫の被害地に住んでいる人間の立場から言う

と本当にどうするのか。別に首都移転でもいいですし、大改造するのか、復活するのかと

いうことが読み取れる、議論になるようなそんな形でお願いします。内閣府でやるんです

から、これは是非やってほしい。ちょっとお願い事です。 

○ありがとうございました。 

 ちょっとよろしいですか。大企業の場合、先ほどのものは上場企業だと思いますけれど

も、上場企業というのは結構手を打つんです。最近はやりのＢＣＰというんですが、Busin

ess Continuity Plan です。情報があればすぐに手を打つ。例えば宅配便の会社、都内に３

つ店舗があれば、必ず１つでもできるように考えているんです。ビール会社もそうです。

閉めてしまってほかでやろうかということになります。ところが、中小企業が問題で、中

小企業の製造業、印刷はほとんど零細に近いものですけれども、そちらをどうするんだと

いうことは結構大きなあれだと思っています。私どもなども情報を与えるとすぐに動くん

です。大企業というのは大体やると思っていますが、中小企業をどうするかという視点が

若干必要だと思います。 もう一つ、企業というのは割と損益で割り切ってしまうところ

があるので、何が何でも動かなければいけないという工場も、先ほどのあの部品の会社は

知りませんけれども、結構割り切っています。ですから、中小企業をどうするかというの

が非常に重要だと思っています。 

 もう一つ大きな問題なんですが、時代が変わって、30 年ぐらい世の中はどんどんエレク

トロニクスを取り入れている。自動車でさえも原価の半分はエレクトロニクスでございま

して、つい最近までは 20％と言っていたんですが、最近のハイブリッドというのは 50％を

超えているんです。世の中すべてがそうなってしまっていて、ところが法律というのは機

械とかそういうものの進歩を前提としない世の中でできている。この辺ももう一回総点検

して、今や町中が通信、電子の塊なんだという前提で制度のトータルを見直す必要もある

のではないか。長期的な問題ですが、そんな感じがしています。 

 どうぞ。 

○今、御紹介がありましたように、実はここに書かれている個社ベースでの危機管理対策

というものは、当社でも業界でも、金融機関、銀行に至ってはバックアップセンターまで

含めてすべて持っている、整備していると思います。当社でいえば、当然バックアップセ
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ンターもあり、なおかつＢＣＰ、Business Continuity Plan というものも持っております。

問題はネットワークが生きているかなんです。個社ベースは生きていてもネットワークが

生きていませんと、つまり、金融というものが動いていかないという時代に入っておりま

すので、ここにも幾つかのパートに分かれておりますけれども、個社ベースのところは我々

も我々でここに基づいて議論をしたいと思いますが、やはり全体でどうやってインフラが

動くのか、機能するのかという視点です。例えばここで書いている情報インフラとか電力

とかそういうところもトータルで含めたものをまとめていただきたいと思っております。

御紹介も含めて発言させていただきました。 

○ありがとうございました。 

 何かコメントありますか。 

○今、大企業の話だけではなくて中小企業というお話もありましたが、確かに今日の事例

にもありましたように、印刷業などは大きな企業ではないということで、これが集合体に

なると大きな影響を及ぼすという事例もありますし、そもそも水害自体は企業を選んで被

害が特定されるわけではありませんので、そういう意味では大企業に限らず、大規模水害

という実際に起こる事象に対してどうするべきかということで、この報告書はできるべき

ものだと思っていますので、今いただいた御意見をきちんと反映したいと思います。 

 一方、ＢＣＰの話などは、調査は結構いろんなところでやって進んでいる。大企業はか

なり進んできております。地震に対してのＢＣＰというのは格段に進んでいるとは思うん

ですが、水害という面でみると、例えば固有の課題が出てきますので、地震のときには電

気系統は水に濡れる機会はほとんどないんですけれども、水害の場合には一遍濡れてしま

ったり泥がついたりするとすぐに使えなくなるというような、いわゆる水害に対する備え

としてのＢＣＰというものがどこまであるかという、現実、地震先行で水害に対してはま

だまだ不十分ではないかというところがありますので、今回の報告書がそういう意味での

施策を展開させていく１つの起爆剤になればとも思っております。 

 

閉 会 

 

○秋草座長 ありがとうございました。 

 大体予定の時間になりましたので、これで一応本日の議論は終わりたいと思っています。

非常に活発な御議論をいただきまして、ありがとうございました。 
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 また本日十分に発言できなかった点は、後日、事務局の方に御連絡いただければありが

たいと思っていますので、よろしくお願いします。 

 これで終了しますが、事務局から御連絡があればよろしくお願いします。 

○越智参事官 本日は大変貴重な御意見をいただきまして、ありがとうございました。本

日、十分に答えられなかった点もありますが、それらについても事務局の方で検討して善

処できるところはしていきたいと思っておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

 配付しております開催予定にも記載しておりますように、次回は 12 月１日火曜日 14 時

から、ここと場所は違いますが、東京グリーンパレスを予定しておりますので、御出席方々

よろしくお願い申し上げます。 

 本日はどうもありがとうございました。資料が大変多うございますので、送付を希望さ

れる方は封筒に名前を御記入いただいて、机の上に置いていただければと思います。 

 それでは、以上をもちまして、本日の専門調査会を終了させていただきます。本日は長

時間どうもありがとうございました。 

 

── 了 ── 

 

 


